
 

「令和６年度有価証券報告書レビュー解説セミナー」 

より良い開示に向けた実務の工夫と改善ポイントの共有 

 

 

日時）令和７年４月 11 日（金）14 時 00 分～16 時 00 分（予定） 

場所）さいたま新都心合同庁舎１号館２階講堂 

 

 

次 第 

 

１．開会挨拶（５分） 

  関東財務局長 目黒 克幸 

 

２．令和６年度有価証券報告書レビュー結果解説（40 分） 

  関東財務局理財部統括証券監査官５ 証券監査官 森 みずほ 

  関東財務局理財部統括証券監査官５ 証券監査官 西村 理 

 

  休憩 （10 分） 

      

３．企業プレゼンテーション（60 分） 

(1) 相鉄ホールディングス株式会社  

(2) 株式会社群馬銀行   

(3) キッセイ薬品工業株式会社 

(4) トランス・コスモス株式会社 

 

４．閉会挨拶（３分） 

  関東財務局 理財部長 眞下 利春 

 

５．事務局からの事務連絡（１分） 



「令和６年度有価証券報告書レビュー解説セミナー」
ご説明資料

令和７年４月11日
財務省関東財務局
理財部統括証券監査官（５）



金融庁公表資料（令和7年4月1日）

（１）令和６年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた
留意すべき事項等

https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250401-3/01.pdf

（２）識別された課題への対応にあたって参考となる開示例集

https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250401-3/04.pdf

〈参考〉上記資料の掲載ページ
https://www.fsa.go.jp/news/r6/sonota/20250401-3/20250401.html

※ セミナーでは下記資料を使用します。 当日はPC等のデバイスでご覧いただくか、印刷して
ご持参ください。



参考:より有用な情報開示に向けて－サステナビリティ関連の「ガバナンス」

（実際の開示例を元に加工）

開示の充実が期待される事例と充実に向けたポイント

【サステナビリティに関する考え方及び取組】

（ガバナンス）
当社グループは、サステナビリティを推進する部署と

してサステナビリティ委員会を設置し、当社グループ
における気候変動をはじめとするサステナビリティに関
する課題について関係部署と連携して協議していま
す。
サステナビリティ委員会は経営陣で構成されており、
代表取締役社⾧を委員⾧としています。

サステナビリティ委員会が検討した内容は、経営
会議において検討できる体制を整備しております。
なお、重要な事項については、取締役会に報告し、
適切な監督を受ける体制となっております。

<開示の充実に向けたポイント例>
 「ガバナンス」の開示では、SSBJのサステナビリティ開示テーマ別基準第１号「一

般開示基準」９項及び10項で示される内容は参考になると考えられる(令和６
年度 有価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべき
事項等 p.21 留意事項等d 参照）

 開示書類は原則として、一般投資者が閲覧し、投資判断を行うものであるので、
記載される内容が簡潔かつ明瞭に記載されることをもって、理解し得るものである
ことが必要（企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等開示
ガイドライン）１-７(4)明瞭性）

 これらを踏まえると、左記の開示例については、下記のような点が開示の充実に
向けたポイントになると考えられる
 取締役会以外にガバナンスを担う主体が複数記載されている (サステナビリ

ティ委員会、経営会議など)
→ 各主体の構成員や責任、役割、検討内容、取締役会への報告内容等
を明記することで、ガバナンスに対する理解が進む

 ガバナンスを担う主体が「関係部署」、「経営陣」などと記載されている
→ より具体的に記載することで、サステナビリティの推進体制への理解が進む

 取締役会が、報告を受けた内容にどのように対応しているのか不明瞭となって
いる
→ 例えば、取締役会においてどのように評価・モニタリングし、経営判断に反
映させているかを記載することが考えられる

その他参考となる公表物
 「コーポレートガバナンス改革の実践に向けたアクション・プログラム2024」（2024年６月７日公表）では、「サステナビリティを巡る課題への対応につい

て、執行の問題と捉えられており、取締役会による監督の役割に関する認識が不足している」との指摘があり、取締役会による監督のあり方が注目され
ている

 「記述情報の開示の好事例集2024最終版」（2025年３月24日公表）P.29の「投資家・アナリスト・有識者が期待する主な開示のポイント」では
「ガバナンスでは、執行側の記載だけではなく、監督側についても記載することが重要」とされ、「監督側の記載としては、取締役会が経営陣をどのように
監督しているかについて記載することが有用」であり、「執行側の記載としては、委員会等の位置付けや責任者、構成員に加え、議論の頻度や内容、サ
ステナビリティ関連のリスクと機会の優先順位付けの方針について記載すること」が挙げられている
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（実際の開示例を元に加工）

【サステナビリティに関する考え方及び取組】

（ガバナンス及びリスク管理）

気候関連のリスク管理は適切な会議体が担当し、
審議した結果は取締役会へ報告されます。

また、取締役会は、適宜報告を受け、重要なリスク
への対応方針及び重要な施策を決議しています。

さらに、審議事項を関係部門に報告し、当社グルー
プ全体の気候関連のリスクを管理しています。

<開示の充実に向けたポイント例>
 「リスク管理」の開示では、SSBJの一般基準29項で示される内容は参考

になると考えられる (令和６年度 有価証券報告書レビューの審査結果及
び審査結果を踏まえた留意すべき事項等 p.23 留意事項等 c 参照)

 投資者の投資判断に誤解を生ぜしめないためには、個別に規定されてい
ない事項であっても、投資者の投資判断上、重要な事項であれば開示さ
れることが必要（企業内容等の開示に関する留意事項について（企業
内容等開示ガイドライン）１-７(2)重要性）

 開示書類は原則として、一般投資者が閲覧し、投資判断を行うものであ
るので、記載される内容が簡潔かつ明瞭に記載されることをもって、理解し
得るものであることが必要（企業内容等開示ガイドライン 1-7 (4) 明瞭
性）

 これらを踏まえると、左記の開示例については、下記のような点が開示の充
実に向けたポイントになると考えられる
 取締役会への報告の流れや取締役会における審議事項を各関係部

門に報告していることは、記載されている
→ 取締役会への報告に当たり、どのようにリスク及び機会を識別し、
評価し、優先順位付けし、モニタリングしているかを記載することで、リ
スク管理プロセスへの理解が進む

→ どこまでが「リスク管理」に関する記載で、どこからが「ガバナンス」に関
する記載かを明確にすると、わかりやすい

→ 「適切な会議体」、「関係部門」及び「適宜報告」という記載は、よ
り具体的に記載することで、理解が進む

 気候関連のリスク管理については記載してある
→ 気候関連以外のサステナビリティ事項についても、投資者の投資判
断にとって重要かどうか、検討してみることも考えられる

 「機会」に関する記載がない
→ 「機会」は「リスク」に含めて考えているならば、その旨を記載すること
が考えられる
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参考:より有用な情報開示に向けて－サステナビリティ関連の「リスク管理」
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開示の充実が期待される事例と充実に向けたポイント



（実際の開示例を元に加工）

【サステナビリティに関する考え方及び取組】
（重要課題）
当社グループは以下の10項目の重要課題を特定していま

す。
①社会課題に対応した商品開発、②顧客の安全・品質保
証、③情報セキュリティ、④安全衛生、⑤多様性（ダイバー
シティ）、⑥気候変動への対応・・・（略）。

（リスク及び機会、戦略並びに指標及び目標）
当社グループは、重要課題に対するリスク及び機会を見極

めたうえで、戦略並びに指標及び目標を設定して管理を行っ
ています。

<開示の充実に向けたポイント例>
 サステナビリティに関する企業の取組の開示にあたっては、まずは、投

資者の投資判断にとって重要な情報が開示されることが求められる。
重要性の判断にあたっては、「記述情報の開示に関する原則」2-2
において、「その事柄が企業価値や業績等に与える影響度を考慮し
て判断することが望ましい」とされているほか、「各企業において、
個々の課題、事象等が自らの企業価値や業績等に与える重要性
（マテリアリティ）に応じて、各課題、事象等についての説明の順序、
濃淡等を判断することが求められる」とされている（令和６年度 有
価証券報告書レビューの審査結果及び審査結果を踏まえた留意すべ
き事項等 p.36 ①開示の重要性 参照）

 開示書類は原則として、一般投資者が閲覧し、投資判断を行うも
のであるので、記載される内容が簡潔かつ明瞭に記載されることを
もって、理解し得るものであることが必要（企業内容等の開示に関す
る留意事項について（企業内容等開示ガイドライン）１-７ (4) 明
瞭性）
 左記の開示例にある10項目の「重要課題」のうち、リスク及び機

会、戦略並びに指標及び目標を開示している４項目は、投資
家の投資判断上重要な項目を意味する「重要課題」であると考
えられ、その旨を経営戦略等と整合させて説明することで、企業
価値向上に向けたストーリ（文脈）が明瞭となり投資者の理解
が進む
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指標
目標戦略リスク

機会
重要課題

・・・・・・・・・①社会課題に対応した商品開発

・・・・・・・・・④安全衛生

・・・・・・・・・⑤多様性（ダイバーシティ）

・・・・・・・・・⑥気候変動への対応

参考:より有用な情報開示に向けて－サステナビリティ関連の「戦略」
関東財務局作成

開示の充実が期待される事例と充実に向けたポイント

その他参考となる公表物

 「マテリアリティ」については、企業にとっての重要課題を意味する「マテリアリティ」と、財務・会計上において使用される業績、財務状況等に影響を及ぼ
す可能性のある項目を意味する「マテリアリティ」の２つの意味で使用されており、用語を明確化することが重要（「記述情報の開示の好事例集2024
最終版」（2025年３月24日公表） P.26）
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有価証券報告書
【サステナビリティに関する考え方及び取組】

開示にあたって

相鉄ホールディングス株式会社
経営戦略室部⾧ サステナビリティ推進担当 椎名正弘

2025年4月11日



• 従前より、「CSR委員会」を設置し、CSR活動やコンプライアンス対策の取り組
みを行ってきた。昨今の社会情勢やCGコード改訂の流れを受け、2022年4月
から「サステナビリティ委員会」へ組織改編の上、関連分科会を設置するなど
し、サステナビリティ推進体制へ移行。そうした新体制で、今般の有報での開
示に臨むことになった。

経緯や
問題意識

• 有報（サステナ取り組み部分）の開示にあたっては、IR部門、サステナビリ
ティ推進担当及び人事担当部門が連携しながら、対応した。（役割分担：サス
テナ担当・人事担当が原稿作成、IR担当が集約・決議対応）

• サステナビリティの全体像、TCFD提言や人的資本経営をはじめとした新たな
ESG要素について、取締役会や経営層への個別説明、社内啓発活動を通じ
て、繰り返し説明を行った。

プロセス
の工夫等

• 事業計画と連動したマテリアリティや非財務指標への改訂中。
• 社内におけるサステナビリティ啓発活動のさらなる強化。
• 今後対応要請が強化されるであろう新たな社会課題への取り組み方・開示
方について、経営層との個別議論や、サステナビリティ委員会での協議を進
めている。

• 長期的な人的資本経営の方針を策定し、進捗を定量的に測定するための
KGIとKPIを設定し、戦略の効果を評価していく体制を整備

更なる充
実化に向
けた取組
み

企業の主な取組み（相鉄ホールディングス株式会社）
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Agenda

1. 開示の構成

1.-① サステナビリティの全体像 ⇒サステナビリティ共通

1.-② サステナビリティ推進体制 ⇒ガバナンス

1.-③ マテリアリティ、リスク・機会、非財務指標 ⇒戦略、リスク管理、指標と目標

2. 「人的資本・多様性」開示のポイント ⇒人的資本・多様性

2.-① 経営戦略と人財戦略の連動

2.-② グループ連携体制の構築

3.-③ 開示に向けた準備

2.-④ 独自の工夫

3. 制作における苦労や工夫
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1. 開示の構成

サステナビリティ開示のフレームワークを踏まえ、開示の枠組みを体系的に見直した。

金融審議会ディスクロージャーWG報告資料（2022年６月公表）より抜粋
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1. -① サステナビリティの全体像

相鉄ホールディングス株式会社 2024年3月期 有価証券報告書 【サステナビリティに関する考え方及び取組】 より抜粋

はじめに、「サステナビリティ共通」として、全体像としての（イ）理念体系と、大方針である
（ア）サステナビリティ方針について説明。
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1. -② サステナビリティ推進体制

②ガバナンスに関する開示事項において、サステナビリティ推進体制について説明。その中で、
気候変動及び人的資本・多様性を推進する組織（分科会）について言及。

人的資本・多様性
関連分科会

気候変動
関連分科会相鉄ホールディングス株式会社 2024年3月期 有価証券報告書 【サステナビリティに関する考え方及び取組】 より抜粋
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1. -③ マテリアリティ、リスク・機会、非財務財指標

③戦略に関する開示事項では、序文でマテリアリティの特定プロセスを簡潔に説明した上で、
マテリアリティごとの「主なリスク」「主な機会」「2023年度の主な実績」を表として整理。

相鉄ホールディングス株式会社 2024年3月期 有価証券報告書 【サステナビリティに関する考え方及び取組】 より抜粋
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1. -③ マテリアリティ、リスク・機会、非財務財指標

相鉄グループ 統合報告書2024より抜粋

統合報告書においても、有価証券報告書と同様にマテリアリティごとの「主なリスク」「主な
機会」を表で整理。リスク・機会の把握が進んだ項目や詳細に解説できる項目については、
有価証券報告書よりも記載を充実させた。項目のリストアップの際は、統合報告書制作会
社やマテリアリティ特定支援先の有識者の助言も受けた。
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1. -③ マテリアリティ、リスク・機会、非財務財指標

相鉄ホールディングス株式会社 2024年3月期 有価証券報告書 【サステナビリティに関する考え方及び取組】 より抜粋

⑤指標及び目標においては、気候変動及び人的資本・多様性を含むすべての「非財務指
標（KPI）」「目標値」「2023年度実績」を説明。

人的資本
・

多様性

気候変動
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1. -③ マテリアリティ、リスク・機会、非財務財指標

相鉄ホールディングス株式会社 2024年3月期 有価証券報告書 【サステナビリティに関する考え方及び取組】 より抜粋
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2. 「人的資本・多様性」開示のポイント

①経営戦略と人財戦略の連動
はじめに経営戦略実現に向けた人財戦略を策定してから開示内容を検討したため、
「経営理念」「サステナビリティ方針」「⾧期ビジョン」「中期経営計画」につながる人的
資本開示とすることができた。

②グループ連携体制の構築

グループとして人的資本経営を推進するための体制を構築していたため、グループ全
体の取り組みや指標を開示することができた。

③開示に向けた準備
他社事例の収集や、自社で開示可能な指標の洗い出しを徹底的に行ってから開示
内容の検討を開始した。さらに複数回にわたり経営層とディスカッションを行うことで、
自社の戦略と整合性のある人的資本開示とすることができた。

④独自の工夫

グループ各社の具体的な取り組み事例を紹介したり、開示指標について補足説明を
加えたりすることで、より理解しやすい開示となるよう工夫をした。
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2. -① 経営戦略と人財戦略の連動

「経営理念」 「サステナビリティ方針」を上位概念とした「⾧期ビジョン“Vision2030” 」「第
6次中期経営計画」において、人財戦略を策定

（相鉄ホールディングス㈱ 2021年11月 「相鉄グループ⾧期ビジョン“Vision2030”及び中期経営計画」より抜粋）

相鉄グループの理念・計画体系
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2. -① 経営戦略と人財戦略の連動

相鉄グループ「⾧期ビジョン“Vision2030” 」において、「グループベースでの人財の整
備・強化」を重点戦略として位置付け。

相鉄グループ「⾧期ビジョン“Vision2030” 」 6つの重点戦略

（相鉄ホールディングス㈱ 2021年11月 「相鉄グループ⾧期ビジョン“Vision2030”及び中期経営計画」より抜粋）
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2. -① 経営戦略と人財戦略の連動

「⾧期ビジョン“Vision2030” 」の実現に向け、第6次中期経営計画期間(2022年度
～2024年度)における経営戦略と連動した5つの人財戦略を策定。

⾧期ビジョンを達成するための5つの人財戦略

（相鉄ホールディングス㈱ 2021年11月 「相鉄グループ⾧期ビジョン“Vision2030”及び中期経営計画」より抜粋）
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2. -② グループ連携体制の構築

相鉄ホールディングスが中心となり、グループで人的資本経営を推進する体制を構築

ダイバーシティ推進分科会の様子

相鉄グループ教育担当者連絡会議（2003年～）

それまで各社ごとに実施していた教育研修について、グループ合同で実施することを目的に活動
を開始。情報共有や意見交換を通じてグループ全体の教育研修の質向上を目指して活動。

相鉄グループダイバーシティ推進分科会（2022年～）

サステナビリティ推進体制の下、D＆Iの推進にグループ一体となって取り組んでいくために活動。
各社取り組み内容の発表会や講演会、研修、ワークショップ等を実施。

相鉄グループ健康管理担当者会議（2025年～）

相鉄グループ「健康宣言」に基づき、グループ各社で連携を取りながら健康経営を推進していく
ことを目的に2025年2月より活動を開始。

2024年9月に策定した相鉄グループ「健康宣言」
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2. -③ 開示に向けた準備

他社事例等を収集し、人財戦略に関連する指標案を作成

●金融庁「記述情報開示の好事例集」や他社の「統合報告書」等を参考に情報収集。

●自社の人財戦略に連動している指標を洗い出し。

指標案人財戦略

新規採用数（男女別）、中途採用比率、採用充足率、正社員離
職率、外国籍社員数（ア）適正人財の確保

管理職複数事業経験率、若手社員(30代以下)出向経験率（イ）積極的なジョブローテーション

相鉄ビジネススクール受講者数、女性リーダー育成プログラム受講
者数、1人当たり研修費用・時間、研修講座数（ウ）Off-JTの充実

女性管理職比率、新規採用時の女性比率、男性育休取得率、男
女間賃金格差、平均勤続年数、外国籍社員数 他（エ）ダイバーシティの推進

健康診断実施率、肥満率、運動習慣率、労災発生件数、年次有
給休暇取得率、健康経営優良法人認定取得会社数 他（オ）健康経営の強化

男性育休取得率、年次有給休暇取得率、フレックスタイム導入率、
テレワーク実施率、平均残業時間、年間総労働時間（カ）社内環境整備

（赤字は開示した指標）
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2. -③ 開示に向けた準備

社⾧、人事担当役員との複数回のディスカッションを経て、最終的な開示内容を決定

①関連する人財戦略を
記載

（ア）適正人財の確保
（イ）積極的なジョブロー

テーション
（ウ）Off-JTの充実
（エ）ダイバーシティの推進
（オ）健康経営の強化
（カ）社内環境整備

②全国平均に比べて高い数値

③目標数値を記載

④可能な限りグループ連結の数値を開示

開示指標選定のポイント

①人財戦略と連動した内容、指標になっているか。

②自社の強みはどこにあるのか、開示することで企業価値向上につながるのか。

③将来にわたって強化してく取り組みに連動した指標か。

④グループ連結で開示が可能か。

（相鉄ホールディングス㈱ 2024年3月期 有価証券報告書より一部抜粋）
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2. -④ 独自の工夫

グループ各社の具体的取り組み内容を事例として紹介

相鉄バス㈱では女性運転士の育休からの
復帰にあわせて短時間勤務仕業を作成

相鉄本社ビルの全女性用トイレに
掲出しているポスター（相鉄ホールディングス㈱ 2024年3月期 有価証券報告書より一部抜粋）

相鉄不動産㈱の「ラウンジ」の様子
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今後も育休取得促進の取
り組みに関連した

・育児休業取得日数
・企業内両親学級開催数
・料理教室(育休中の家事

能力向上目的)開催数

といった指標の開示を増や
していく予定

2. -④ 独自の工夫

男性労働者の育児休業取得率については、「育児目的休暇（配偶者出産休暇等）のみ
の取得を除く」取得率もあわせて公表し、注意書きで指標内容の補足説明を記載。

（相鉄ホールディングス㈱ 2024年3月期 有価証券報告書より一部抜粋）

企業内両親学級でのおむつ替え体験の様子
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3. 制作における苦労や工夫

 苦労した点

① 社内調整・・・・・多忙なグループ各社人事からの指標回収に苦労した。

② データの集計・・・グループ3０社以上から指標を回収し集計する作業が大変だった。

 工夫した点

① サステナビリティ委員会、経営会議及び取締役会でサステナビリティの全体像について
繰り返し説明。

② 統合報告書制作会社やマテリアリティ支援コンサルティング会社の助言やレビューなど
外部リソースを活用。

③ サステナビリティ推進担当と人事担当間の密なコミュニケーション及び連携。

④ データ収集システムの導入やグループ内集約体制の構築。

⑤ サステナビリティ意識浸透のため、イントラネット・社内報を活用した情報配信や研修
による啓発活動の継続に加え、担当者によるグループ各社との丁寧なコミュニケーショ
ンを心がけている。
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3. - ① 工夫した点（サステナビリティ全体像の説明）

気候変動

人的資本・多様性

サステナビリティ委員会、常務会や取締役会において、理念体系・マテリアリティとの繋がり
の全体像を示し、気候変動や人的資本含むサステナビリティ取組みの位置づけや意義につ
いて説明を繰り返すことで社内理解を深めた。
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3. - ② 工夫した点（外部リソースの活用）

【統合報告書 人財戦略ページ】

原稿制作ポイント その１
• 戦略のコアとなる目標値を記載する
As Is（＝現状）/ToBe（＝ビジョン） の現在と理想の状態を記載。
現状は、進捗の記載のみなので、ビジョンとなる事項について数値化して記入。

事例１:障がい者雇用数値:法定基準●％、現状●％、目標値●％
「目標●％達成のためにXX（＝具体的施策）を実施している」等の施策も記載できると良い。
事例２:非財務指標KPI 男性育児休暇取得率 目標100％
「100％目標達成のために、●日以上の休暇取得が必要で、●日足りないことを埋めるために
XX（＝具体的施策）を実施している」など、戦略のゴール＋施策を記載できると良い。

人的資本・多様性における統合報告書制作との連動

統合報告書制作担当（＝サステナビリティ推進担当）から人事担当へ原稿制作を依頼。

従前の統合報告書制作における制作会社からの助言やレビューを有価証券報告書の人的資本・

多様性ページにも反映。

統合報告書制作会社からの助言
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3. - ② 工夫した点（外部リソースの活用）

人財戦略

基本方針
○○○○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

経営戦略と人事戦略の連動

経営戦略

・・・・・・

人事戦略

・・・・・・連動

目標人事関連 非財務指標

●％女性管理職比率

●％年次有給休暇取得率

●％男性育児休職取得率

原稿制作のポイント その２
• 基本方針欄で、「経営戦略と人事戦略の

連動」について、図表も用いて表現する
（参考:●●社様）

原稿制作のポイント その３
• 基本方針欄で、「人財資本に関する指

標」について、目標・実績達成率を表組で
表記する

（参考:●●社様）

統合報告書制作会社から提供いただいた他社好開示例
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3. - ④ 工夫した点（データ集計システムの活用）

グループ各社の非財務データ集計用システムを導入し、報告や開示作業を効率化。

データ集計システム画面IMAGE
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ご清聴ありがとうございました



有価証券報告書における
情報開示の取組みについて

2025年4月11日
令和6年度有価証券報告書レビュー解説セミナー

株式会社群馬銀行



• 当行は2021年11月に、地方銀行としてはじめてパーパス（私たちは「つなぐ」
力で地域の未来をつむぎます）を制定し、2022年4月から2025年3月を期間と
する中期経営計画「Innovation for “Purpose”」を策定した。

• パーパスの実現に向け、当該計画において人的資本、多様性の取組みに資
する人材戦略の策定や非財務KPIの設定に取組んだ。

経緯や
問題意識

• パーパス、中期経営計画と人材戦略の関連性を、社内外に分かりやすく伝
えるため、つながりや関連性を持たせた構成および記述となるよう工夫した。

• パーパスの実現および中期経営計画の達成からバックキャスティングした有
効な非財務KPIを設定し、人事部門と有報開示担当部門で連携を密に取りな
がら、開示内容を検討した。

プロセス
の工夫等

• 2025年4月からスタートする新中期経営計画「Growth with “Purpose”」を2025
年2月に策定した。

• 新中期経営計画においては、「人的資本の充実」を掲げた、新たな人材戦略
を策定しており、次回の有価証券報告書においても、これまでと同様に「つな
がり」「関連性」を意識しながら、更に分かりやすい人的資本開示となるよう、
工夫を図っていく。

更なる充
実化に向
けた取組
み

企業の主な取組み（株式会社群馬銀行）

2



パーパスを起点とした人的資本開示

⚫当行では、2024年3月期の有価証券報告書において、2021年11月に制定したパーパスを起点として、
中期経営計画に連動した人材戦略を策定・記述することで、つながりや関連性のある人的資本開示を意
識しました。

Innovation for “Purpose”
(2022年4月～2025年3月）

• パーパス実現に向けた基本方針（5つの改
革による「つなぐ」力の強化 等）を策定

• 上記方針に基づいた人材分野における戦
略テーマとして、「創造力発揮に向けた
人材改革」を設定

2 中期経営計画

私たちは「つなぐ」力で地域
の未来をつむぎます
（2021年11月制定）

1 パーパス

• 企業理念をもとに、当行グループが何の
ために存在し、独自の強みを活かして社
会にどんなことを働きかけられるかとい
う観点から、従業員755名の意見をもと
に、ディスカッションを重ね制定

3 人材戦略
創造力発揮に向けた人材改革

• 人材戦略に基づく、「人材育成方針」
「社内環境整備方針」を定めるとともに、
パーパス実現に向けた各種施策において
非財務KPIを設定し、定期的な測定・開示
を実施（指標及び目標）： 非財務KPI

（ 戦 略 ）： 人材育成方針

： 社内環境整備方針

人的資本開示の構成イメージ（2024年3月期有価証券報告書）

つながり・関連性

つながり・関連性

つながり・関連性

つながり・関連性

3



有価証券報告書における人的資本開示（1／3）

2024年3月期有価証券報告書_P8（事業の状況）

4

• 本頁で経営理念に続き、2021年11月に制定し
たパーパス（私たちは「つなぐ」力で地域の
未来をつむぎます）の内容を説明するととも
に、本パーパスに込められた思いを記載

【パーパス】

• 中期経営計画（Innovation for “Purpose”）
の内容および「基本方針」を記載し、パーパ
スを実現していくための、本中期経営計画に
おける方向性を説明

【中期経営計画】

• 中期経営計画の基本方針に基づく戦略テーマ
を記載し、人材分野においては「創造力発揮
に向けた人材改革」であることを説明

【人材戦略】

【パーパスを起点とした人材戦略のつながり】



有価証券報告書における人的資本開示（2／3）

2024年3月期有価証券報告書_P23（サステナビリティに関する考え方及び取組）

5

• 人的資本開示の詳細を記述する前に、前頁で
記載したパーパスを起点とした人材戦略のつ
ながりを改めて記載

• 人材戦略に基づいた各種方針、非財務KPIを、
以下の「②戦略」「④指標及び目標」で記載
していることを説明

• パーパス・経営戦略とのつながり（連動）を
考慮した人材育成方針を2023年に策定

• 当行グループのパーパスと、各役職員が設定
する「個人パーパス」との関係性を中心に、
「役職員一人ひとりの価値向上が企業価値向
上につながっていく」というコンセプトに基
づき策定

• 2024年6月のジョブ型人事制度への転換を見
据え、重要となる「自律的なキャリア形成」
について言及

• 中期経営計画で掲げた、「役職員一人ひとり
のWell-being実現による組織力強化」に沿っ
た社内環境整備方針を2023年に策定

• 一人ひとりが生き生きと働きがいを持てる環
境づくりに向け、DE&I推進や健康経営などに
積極的に取組む姿勢を表現

【パーパスと人的資本開示とのつながり】

【人材育成方針】

【社内環境整備方針】



有価証券報告書における人的資本開示（3／3）

2024年3月期有価証券報告書_P25（サステナビリティに関する考え方及び取組）

（以下省略）
6

• 前頁の人材育成方針と整合的で測定可能な各
種指標を設定

• 当該指標は、中期経営計画で掲げた戦略テー
マ「創造力発揮に向けた人材改革」を達成す
るための「重点課題と主な施策」で分類し、
当行にとって最適な指標を選定

• 開示項目には、ジョブインターン実施者数の
ような当行独自の取組指標も織り交ぜながら、
従業員のスキルアップや個々人の主体的な
キャリア形成に向けて計測した指標について
積極的に情報を開示

【非財務KPI（人材育成方針関連）】

• 前頁の社内環境整備方針に沿った、役職員一
人ひとりのWell-being向上に資する指標を設
定

• DE&I推進にかかる項目を中心に指標を開示す
るとともに、当行パーパスの実現に向けた起
点となる個人パーパスの実践度合いについて
も調査結果を開示

【非財務KPI（社内環境整備方針関連）】

【今後の人的資本開示】

• 2025年4月からスタートする新中期経営計画
「Growth with “Purpose”」を策定

• 次回の有価証券報告書では、新中期経営計画
に沿った、新たな非財務KPI等を開示予定



有価証券報告書における
情報開示の取組みについて

2025年4月11日
令和6年度有価証券報告書レビュー解説セミナー

キッセイ薬品工業株式会社



• 2005年、従業員が働きやすい環境整備や目標管理制度などを通じたマネジ
メント支援を実現するための現状把握を目的として、「人事に関する意識調
査」をスタート。その後３～４年ごとに実施。

• 調査開始当初よりES※の向上がCS※に繋がるという考えのもと、従業員が働
きがいを感じることのできる環境整備を目的として実施してきており、これま
で蓄積してきたデータを有価証券報告書で開示するに至った。

経緯や
問題意識

• 開示にあたっては、本調査の目的や内容がステークホルダーや第三者に分
かりやすく伝わるよう、設問内容や評価尺度を明示した。

• 過去のデータの開示も検討したが、経営環境の変化が激しい状況において、
現在および将来に向けた当社取組みを伝えることを主眼として、過去２回分
とした。

プロセス
の工夫等

• 当社の人材戦略が経営目標の実現や今後の持続的成長にどのようにつな
がるのか、ステークホルダーに対してより分かりやすいストーリーとして伝え
るための開示内容を検討している。

更なる充
実化に向
けた取組
み

企業の主な取組み（キッセイ薬品工業株式会社）

2

※ES＝Employee Satisfaction、CS＝Customer Satisfaction）

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department



人事に関する意識調査

3

2005年

• 測定項目：ロイヤリティ・職務満足・MBO・人事制度

• 評価尺度：満足度4尺度・重要度3尺度

2009年

• 設問に総合満足度を追加、各設問との相関分析を実施、設問を一部追加、修正

• 満足度と重要度を用いたポートフォリオ分析を実施（重点改善・重点維持と改善・維持項目の4象限）

2013年
• 測定項目「ロイヤリティ」を「エンゲージメント」に変更

2016年
• 重要度の尺度を4つに変更

2019年
• 設問の一部追加

2022年

• コロナ禍、事業としては減収減益かつ営業損失を計上するという厳しい経営環境下で実施

• スコアの低下が予想されたが全体として前回をわずかながら上回る

管理者支援プロジェクトの一環として実施。より従業
員が働きやすい環境整備や目標管理制度などを通
じたマネジメント支援を実現するための現状把握

「仕事へのやりがい、達成感」、「仕事への使命感」あるいは「仕事を通じ
て感じられる自己の成⾧」などをより実感できる環境整備を推進していく
にあたり、社員が人事制度、福利厚生制度をどのように捉え、何を重要
視しているかを把握

当初の目的 現在の目的

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

経緯や問題意識
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有価証券報告書での開示にあたり

 人的資本に関する戦略を開示するにあたり、人材育成方針と経営理念や
経営ビジョンとのつながりを意識した。

経営理念 純良医薬品を通じて社会に貢献する 会社構成員を通じて社会に奉仕する

中⾧期的に継続して独創的な医薬品を開発し上市していく

高度な専門性を持ち独自性と卓越性を有した自律的かつプロフェッショナルな人材

ミッション

ミッション実行に
必要な人材

人材育成方針

I.会社は、社員の成⾧と会社の発展の同時実現を目指す
教育・学習環境を提供する。

II.会社は、管理者らによる実効性の高い指導・育成を支援
し、計画的な次世代育成を促進する。

III.会社は、社員の自己啓発を奨励し、自発的な能力・キャ
リア開発を支援する。

経営ビジョン 世界の人びとの健康に貢献できる独創的な医薬品を
開発し提供する創薬研究開発型企業を目指す

キッセイ薬品の人材育成方針

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

プロセスの工夫等



5

有価証券報告書での開示にあたり

 社内環境方針については、自律型人材を育成していく環境整備として、当社では
「働きがいのある職場づくり」を経営基盤に関するマテリアリティの一つとして特定。

知的資本

社会関係資本

財務資本

製造資本

自然資本

中期5ヵ年経営計「PEGASUS」※
医療用医薬品

研究 開発 生産 販売

サプライチェーン

信頼性保証

ヘルスケア食品

事業活動における
マテリアリティ3つの分類

経営基盤に関するマテリアリティ４つの分類

① 社会的に有用な製品の開発・提供
② 高品質な製品の安定供給
③ 医療関係者、患者さんとの

コミュニケーション

① ガバナンスの強化・充実 ③ 環境への取り組み ④ 良き企業市民としての社会貢献

キッセイ薬品の経営資本 事 業 活 動 創出される価値

経済的価値

 安定的な収益の拡大
 株主に対する安定的・持続的
な利益還元

社会的価値/SDG3を
中心としたSDGsへの貢献

 革新的な医薬品や医療ソリューションの
創出・提供

 患者さんとご家族のQOL
（Quality of Life:生活の質の向上）

 適正な医薬品情報・医療関連情報の提
供

働きがいのある職場環境・
能力開発機会の提供

 環境負荷の低減
 地域社会への貢献

さらなる経営資本の蓄積/
循環による持続的な価値創出

経営理念

キッセイ薬品行動憲章経営ビジョン

② 働きがいのある職場づくり（人的資本に対する投資）

高度な専門性
独自性と卓越性
自律的かつ

プロフェッショナルな人材

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

プロセスの工夫等

※中期5ヵ年経営計「PEGASUS」2020年4月～2025年3月



有価証券報告書での開示にあたり

働きがいのある職場

社員一人ひとりが・・・
「仕事へのやりがい、使命感」

「仕事の達成感」
「仕事を通じた自己の成⾧」を

実感できる環境

エンゲージメント

個と組織の活性化

 「働きがいのある職場」では、社員一人ひとりが「仕事へのやりがい、使命感」、
「仕事の達成感」あるいは「仕事を通じた自己の成長」を実感しているものと考
え、社員のエンゲージメントを重視し、定期的に測定してきた。

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

プロセスの工夫等



人材育成方針及び社内環境整備方針に関する
指標と目標について

7

目 的

•一人ひとりが「仕事へのやりがい、達成感」、「仕事への使命感」あるいは「仕事を通じて感じられる自己の成⾧」などをより実感で
きる環境づくりが、厳しい経営環境の中で持続的に会社を発展させていくためには不可欠であり、そのような環境整備を推進して
いくにあたり、社員が当社の人事制度、福利厚生制度をどのように捉え、何を重要視されているかを把握する

•中期経営計画期間中に一度の実施を基本として、過去６回実施（2005年、2009年、2013年、2016年、2019年、2022年）
実施

方法・測定項目

•総合満足度と５つのカテゴリー（エンゲージメント、職務満足、目標管理制度、処遇・キャリア、人事制度・ワークシチュエーション）
で構成された調査で、各設問について「満足度」と各設問が会社生活においてどの程度重要であるかを「重要度」として測定

•満足度評価尺度:大いにそうと思う(４点）/ある程度そう思う(３点)/あまりそう思わない（２点）/全くそう思わない（１点）

•重要度評価尺度:重要である(４点)/どちかといえば重要である(３点)/どちらかといえば重要でない(２点)/重要でない(１点)

結果＆分析

•各項目の満足度と重要度の平均スコアを集計

•満足度と重要度の二つの指標からポートフォリオ分析を行い、「重点維持項目」「維持項目」「重点改善項目」「改善項目」を特
定

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

プロセスの工夫等



人材育成方針及び社内環境整備方針に関する
指標と目標について

8

 有報での開示にあたっては、本調査の目的や内容がステークホルダーや第三者
に分かりやすく伝わるよう、設問内容や評価尺度を明示した。

 過去のデータの開示も検討したが、経営環境の変化が激しい状況において、現在
および将来に向けた当社取組みを伝えることを主眼として、過去２回分とした。

満足度評価尺度の平均エンゲージメント・職務満足に関する設問項目
2022年2019年

3.563.61キッセイ薬品をもっとよくしたい

エンゲージメント
3.273.26キッセイ薬品の社員であることを誇りに感じている

3.383.40将来もキッセイ薬品とともに成⾧していきたい
3.583.53キッセイ薬品の経営ビジョンに共感している
3.233.22目標以外の業務でも必要だと思った事は上司に提案し実行している

職務満足度

3.223.18仕事にやりがいを感じている

3.423.40仕事は会社の目標達成に重要な意味を持っている

3.173.15仕事は自分の能力を十分活かすことができる

3.133.10仕事の達成感を感じることができる

3.123.09仕事を通じて成⾧を実感できている

3.002.97仕事を通じて社外顧客に満足感をもってもらえる製品やサービスを提供できている
3.283.26エンゲージメント・職務満足に関する設問の平均

【満足度評価尺度】「大いにそうと思う（４点）」「ある程度そう思う（３点）」
「あまりそう思わない（２点）」「全くそう思わない（１点）」

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

プロセスの工夫等



2024年3月期の開示内容
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 2024年3月期の開示においては、過去2回の調査結果と「人事に関する意識調
査」の目的と概要を文章により説明。

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

指標及び目標

(1) 人材育成方針及び社内環境整備方針に関する指標と目標について

①働きがいのある職場づくりと社員のエンゲージメントレベル

当社の経営基盤に関するマテリアリティの一つである「働きがいのある職場づくり」を推進

するために、当社では社員のエンゲージメントを重視し、「人事に関する意識調査」として

エンゲージメントレベルや人事諸制度への満足度を定期的に測定しています。

社員が自分の会社や仕事についてどう思い、人事諸制度をどのように捉え、何を重要視して

いるかなどを把握し、人事施策の検証、効果的な推進に活用しています。

この調査は、総合満足度と５つのカテゴリー（エンゲージメント、職務満足、目標管理制度、

処遇・キャリア、人事制度・ワークシチュエーション）で構成された調査で、各設問につい

て「満足度」と各設問が会社生活においてどの程度重要であるかを「重要度」として測定し

ています。そして、満足度と重要度の二つの指標からポートフォリオ分析を行い、「重点維

持項目」「維持項目」「重点改善項目」「改善項目」を特定しています。現中期５ヵ年経営

計画「PEGASUS」中に実施した調査の結果（2022年）は下表のとおりです。

次期中期経営計画年度に実施予定の調査では、人事制度や教育制度の運用を通じて、エン

ゲージメント・職務満足に関する設問の平均点を3.30ポイント以上にすることを目標としてい

ます。

更なる充実化に向けた取組み



今後の検討課題
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 当社の人材戦略が経営目標の実現や今後の持続的成長にどのようにつなが
るのか、ステークホルダーに対してより分かりやすいストーリーとして伝えるた
め、特に指標と目標について、開示するデータや方法について検討している。

 2025年度からの新中期経営計画スタートにあわせて意識調査を実施予定。

0.・・
•今の仕事に
やりがいを感じて
いる

0.・・
•キッセイ薬品の
社員であることを
誇りに感じている

0.・・
•仕事を通して成
⾧を実感できて
いる

0.・・
•仕事の達成感を
感じることができ
る

0.・・
•将来もキッセイ
薬品とともに成
⾧していきたい

総合満足度に影響する要素（相関分析） 満足度と重要度によるポートフォリオ分析

Confidential KISSEI PHARMACEUTICAL CO., LTD. Human Resources Department

更なる充実化に向けた取組み

維持項目維持項目
重点維持項目
満足度：高
重要度：高

重点維持項目
満足度：高
重要度：高

改善項目改善項目
重点改善項目
満足度：低
重要度：高

重点改善項目
満足度：低
重要度：高

満足度

重
要
度

マテリアリティの抽出と施策の検討
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トランスコスモスにおける
サステナビリティ情報開示の取り組み

トランスコスモス株式会社
サステナビリティ推進部

吉田 織江
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▌ 通称社名 トランスコスモス株式会社 （transcosmos inc.）

※1997年東証一部上場（2022年4月より東証プライム上場）

▌ 所在地 本社：〒170-6016 東京都豊島区東池袋3-1-1 サンシャイン60

本店：〒150-0011 東京都渋谷区東1-2-20 渋谷ファーストタワー

URL. http://www.trans-cosmos.co.jp

▌ 設立 1985年6月18日（※1966年6月）

▌ 資本金 290億6,596万円

▌ 代表 代表取締役共同社長 牟田 正明

代表取締役共同社長 神谷 健志

▌ 従業員数 グループ：69,674名（国内：43,552名、海外：26,122名）2024年9月末現在

▌ 事業内容 CXサービス（デジタルマーケティング・EC・コンタクトセンター）、BPOサービス

トランスコスモス会社概要

311,871

336,405
354,085

362,201百万円

362,201

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

DOWN
前期比

-3.1%

10,689

17,752

25,846

11,474百万円

11,474

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

DOWN
前期比

-50.7%

当連結会計年度
（2023年4月1日から2024年3月31日まで）

単体サービス

236,716
百万円

当社が展開する
アウトソーシング事業

海外関係会社

海外グループ会社が展開する
アウトソーシング事業 95,670

百万円

国内関係会社

国内グループ会社が展開する
アウトソーシング事業

42,308
百万円

注）セグメント間取引消去等
△12,200百万円は含まず

JQA-QM9606

JQA-IM0223

JQA-EM6671
池袋・大阪

373,830

23,290

●連結売上高 ●連結営業利益 ●セグメント別売上高



• サステナビリティ情報の開示充実化を契機に、2021年に統合報告書の初版
を発行とSDGs委員会の設立 、2022年にサステナビリティ推進部を立上げ、
2023年にはサステナビリティ基本方針を制定、「Well-beingの最大化」をパー
パスと定め、一歩一歩着実に取り組んできました。

• 代表取締役会長を委員長とした「トランスコスモスSDGs委員会」を設置、当社
グループ全体で推進しています。委員会のメンバーは取締役会に参加し、サ
ステナビリティ推進の主たる活動状況の報告や決議を四半期ごとにしていま
す。

経緯や
問題意識

• 有価証券報告書へのIFRS S1、S2情報の拡充義務化を見据え、現在から取り
組むことによってバックキャストで人員体制の強化や制度への理解を促進し
ています。取引先である大手企業からの要請に対応できるようにしています。

• 開示義務化の要件のみならず、FTSEやMSCI、CDPといった外部評価機関へ
の対応をバックキャストで取り組むことによって、包括的にサステナビリティ
の取り組みに対応して企業としてのレジリエンスを強化しています。

プロセス
の工夫等

• お客様企業のGHG排出量算定を支援する「GHG排出量算定自動化サービ
ス」をリリースし、自社の情報開示といった守りのサステナビリティだけでなく、
収益につなげる攻めのサステナビリティにも取り組んでいます。

• 各拠点や部門のサステナビリティに関連するフォアキャストでの活動をnote
を使って広く社内外に発信・共有しています。今後は従業員一人一人が社会
課題解決につながる活動ができるよう、制度設計も検討し、全社一体で取り
組んでいきます。

更なる充
実化に向
けた取組
み

企業の主な取組み（トランスコスモス株式会社）

3



4

経緯や問題意識「ゴールを決めてバックキャストで実行、ボトムアップでなくトップダウン」

 トランスコスモス統合報告書 2021(0.5版)の発行を決定

 「サステナビリティ推進部」の前に経営主導の「トランスコスモスSDGs委員会」を設立

2021年に代表取締役会長を委員長とした「SDGs委員会」を設立
⇒社内取締役全員がメンバー

2022年に実行組織である「サステナビリティ推進部」を設立
⇒2022年兼務2名、2023年3名、2024年4名と拡大

2021年に初版である「統合報告書」0.5版 を発行
⇒まず発行時期を決め、内容をバックキャストで作っていく
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プロセスの工夫等「規制強化を見据えてバックキャストで事前に対応」

 プライム企業開示義務化に先駆けて、バックキャストで取り組む

 法規制以外にESG外部評価をベンチマークとしてKPIを設定

金融庁の好事例集を分析し、求
められる開示内容（戦略、指標と
目標、ガバナンス、リスク管理）に
沿って記載を充実

SBTの目標設定や、FTSEのESGス

コア等をベンチマークとして、気
候変動以外のESG改善に取り組

むことで、企業としてのレジリエン
スを強化
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更なる充実化に向けた取り組み「SXをビジネスチャンスと捉え、稼ぐ力に」

 「攻めのサステナビリティ」でSXを自社ビジネスへ「GHG排出量算定自動化サービス」

 サステナビリティ活動を社内外へ発信「トランスコスモスSDGs委員会 noteオープン社内報」

既存のシステムからGHG排出量

算定のためのデータを自動連携
することにより、担当者のデータ
収集・算定工数を大幅に削減

各拠点や部門のサステナビリティ
に関連する活動をnoteで外部に

発信。今後は従業員全員がソー
シャルグッドの活動に取り組める
よう制度を設計していきます。
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